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２０２５年度 特定研究助成金 応募要項 

公益財団法人 三島海雲記念財団 

 

 

本特定研究助成金は、｢食の未来と人間社会｣を特定研究課題に指定し、人文社会科学と自然科学の
文理協働による優れた研究を助成することで、“食”の視点から持続可能な未来社会に貢献することを目
的として 2025 年度に新たに設置するものです。 

 
 

≪｢食の未来と人間社会｣特定研究助成の趣意≫ 
日本は人口減少社会に入りつつある一方で、世界の人口は増え続け、食糧需要は拡大していま

す。さらに、気候変動や緊張する国際情勢は食糧の確保をより難しくしつつあり、食糧安全保障の
視点が重視されるようになりました。 
そこで、本特定研究助成では、SDGsの各項目に幅広く関連する「食」の問題を取り上げ、未来の

食を支えるさまざまな食糧生産技術や食糧確保のための手段、生産・流通・消費・廃棄に関わる新
しい持続可能なフードシステム、またそれらの社会的・文化的・倫理的な意義に関わる研究で、未
来の食と人間社会はどのような方向を目指して行くのかを示すことのできる文理協働の学術研究を
助成します。現在の課題解決に限らず、「未来」のあり方を示唆する研究を期待します。 

 
 
１．対象とする学術研究分野 

｢食の未来と人間社会｣に関わる学術研究を対象とします。現時点で着手している研究も含みま
す。 
対象となる研究テーマの例 
・農業や水産業の工業化（内陸での水産養殖、気候にとらわれない室内農業、野菜工場など）と
その社会的・文化的・経済的・倫理的意義や影響 

・フードテックの活用とその社会的・文化的・経済的・倫理的意義や影響 
・農業や水産業の未来（担い手不足、高齢化への対策と集約化・大規模化） 
・食をめぐるＮＥＸＵＳ（水・エネルギーと食など） 
・食糧安全保障（日本の食料自給率、食のサプライチェーンの脆弱性への対策） 
・日本と世界の農業政策 
・食文化の地域性とそのグローバルな融合 
・変容する未来の人間社会とそこにおける「食」 
上記の例にとらわれず、｢食の未来と人間社会｣に関連する文理協働の学術研究を幅広く募集し

ます。 
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２．助成の種類と内容 
１）種類 （Ａ）「萌芽研究助成金」と（Ｂ）「創成研究助成金」の２種類とします。 
２）内容 
（Ａ）萌芽研究助成金 
      人文社会科学及び自然科学各１名以上を含む最大３名までの共同で活動するチームによる

探索的、挑戦的研究の試みに対する助成金です。 
助成金額：1件当り年間 100 万円以下 
助成期間：1から 2 年間（7月から翌年 6月を 1年間） 

                1 年毎に進捗を確認し、継続の可否を判断します。 
採択件数：5件まで（総額 500 万円を上限） 

（Ｂ）創成研究助成金 
      人文社会科学及び自然科学の両分野の研究者が共同の組織で行う独創的、先駆的研究に対

する助成金です。 
助成金額：1件当り年間 500 万円以下 
助成期間：1から 3 年間（7月から翌年 6月を 1年間） 

1 年毎に進捗を確認し、継続の可否を判断します。 
採択件数：2件まで（総額 1,000万円を上限） 

３）付記 
本応募要項において、「人文社会科学」及び「自然科学」、あるいは「文理協働」と表記したと

きの「文」と「理｣について、厳密な定義のもとに使用しているわけではありません。社会通念上
の理解を前提とした上で、応募される研究者の方の判断を尊重します。 

 
３．応募資格 
１）各助成金の応募は代表研究者が行ってください。 

代表研究者は、人文社会科学及び自然科学の両分野の複数の研究者が共通の課題について行う
共同研究を統括し、責任をもって計画の推進、取りまとめ等を遂行できる者とします。 

２）代表研究者は国内の大学、研究機関に所属することとし、大学院博士後期課程在籍者(及びそれ
に相当する大学院学生)も代表研究者の対象としますが、大学院博士前期課程（修士課程）及び学
士課程在籍者は対象外です。 

３）共同研究者は国籍、所属（海外も可）を問いませんが、営利目的の企業や団体に所属している
方は除きます。 

４）「創成研究助成金」では、原則として、分担研究費が 100 万円を超える共同研究者が１名以上必
要です。 

 
４．応募に関する留意点 
１）同一の研究課題で当財団の同年度の「学術研究奨励金」に応募することは出来ません。 
２）代表研究者及び共同研究者が、当財団の同年度の「学術研究奨励金」を重複して受けることは
出来ません。 
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３）代表研究者及び共同研究者が、他の研究課題の共同研究者に加わることはできません。また、
「学術研究奨励金」の共同研究者に加わることもできません。 

４）同一又は類似申請研究課題で、他の民間助成財団の助成が決定している方は応募できません。 
５）公的助成(科研費等)に係る大型研究プロジェクト(間接経費を除く助成総額 2,000 万円以上)の受
領が決定（内定含む）した代表研究者は応募することが出来ません。 

６）本助成金の採択通知前に、上記４）５）の条件に合致する公的及び民間助成を受けることが決
まった場合は、その旨ご連絡いただき申請を取り下げていただきます。 

 
５．推薦者 

代表研究者の所属機関の部局長(所属長)、または、これに準ずる方の推薦を必要とします。 
１）大学：学部長、大学院研究科長又は研究所長（単科大学の場合は学長） 
２）公立研究所及びその他民間を除く研究機関の長 
３）大学院学生の場合は指導教員も可とします。 
 

６．助成の対象となる費用 
１）研究に直接必要な経費とします。 

なお、研究機関又は研究室全体の間接経費・一般管理費（オーバーヘッド）は原則として本特定
助成金の対象外とします。 

２）他の研究機関・組織に転任する場合は、本人に対する研究助成金として新たな研究機関・組織に
移し換えを行うこととします。 

 
７．助成の対象とならない研究 
１）営利目的、又は営利につながる可能性の大きい研究 
２）他の機関からの委託研究 
３）実質的に完了している研究 

 
８．応募方法 
１）所定の「申請書」に必要事項を記載し、推薦者の押印の上、ＰＤＦファイルで本財団宛（E-

mail：mishimak15@mishima-kaiun.or.jp）に送付願います。 
２）必要書類はホームページ（https://www.mishima-kaiun.or.jp）からダウンロードしてご利用下さ
い。 

 
９．応募受付期間  

 2025 年 1月 15日（水）～2025年 3 月 7日（金） 
 
１０．選考方法 

当財団の学術委員からなる選考委員会の選考を経て、理事会で決定します。 
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１１．選考結果の通知 
贈呈年度 6 月中旬までに申請者宛に通知します。また、本財団ホームページ等で公表します。 な

お、採否の理由についてのご質問にはお応えいたしかねますのでご了承ください。 
 
１２．助成金の贈呈 

7 月上旬を目途に指定銀行口座（銀行振込）に交付します。なお、７月上旬に贈呈式を予定してお
ります。 
 

１３．奨励金に対する税法上の特典 
本財団助成金は、昭和 44年 10月 17日付大蔵省公示第 96号により所得税免税の特典があります。 

 
１４．研究成果等の報告 
１）助成期間満了後の 7月 20 日までに、研究報告(｢研究報告書｣並びに｢研究成果概要｣)及び「収支
報告書」を提出していただきます。また、助成期間が複数年で継続審査が必要な場合は、｢経過報
告書｣を各年の 3月 31 日までに提出していただきます。 

２）提出いただく研究報告書は、デジタルにて当財団に保管します。研究成果概要は、刊行する年
次報告書及び当財団ホームページに掲載します。また、研究報告書及び研究成果概要は前記の他
に、科学技術振興機構、国会図書館等に提出します。 

３）助成金による研究の成果を発表(論文、口頭)する場合には、当財団の助成を受けた旨を明示願い
ます。 

４）研究期間満了年の秋に開催する研究報告会に参加し、研究成果を報告いただきます。 
 

１５．個人情報の取り扱いについて 
１）申請書にご記入頂いた個人情報は、当財団「個人情報保護方針」（https://www.mishima-

kaiun.or.jp/privacy/）にもとづき、その利用範囲内で適切に取り扱わせていただきます。 
２）法令等で定める場合を除き、個人情報を第三者に提供する場合は、事前に本人の同意を得て行
います。 
 

１６．お問い合わせ先 
公益財団法人 三島海雲記念財団 
〒150-0012 
東京都渋谷区広尾１－６－１０ ジラッファビル  
TEL：03-5422-9898    FAX：03-5422-9733 
E-mail：mishimak15@mishima-kaiun.or.jp 

 
 

以  上 
 


